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【要 旨】
本研究は、大分県の幼稚園における子育て支援の実態を明らかにすることを目的として

行った。大分県内の公立、私立及び国立大学法人附属幼稚園２０３園に質問紙を配付し、郵
送による回答を求めた。質問紙は、「① 預かり保育」、「② 子育て相談」、「③ 未就園
の親子への支援」について活動の実施の有無とその内容、また、実施あるいは実施してい
ない理由、活動の頻度や園としての見解について問う項目によって作成した。
その結果、１３６園から回答を得ることができた（回収率：６７．０％）。子育て支援における

各活動の実施率はそれぞれ７３．５％、６１．０％、６２．５％であり、大分県においても、全国状況
と同様に取り組みが進み、それぞれの活動によって差はあるものの定着しつつあることが
分かった。
一方で、特に地域に密着した公立の幼稚園では、他園や行政などの他機関との関係から

園独自の取り組みではなく、他機関との役割分担の中でできることを行っている実態があ
ることがわかった。すべてを幼稚園単独で行うのではなく、地域の中で幼児教育の一つの
資源として役割を担うというあり方も大分県の実態からは必要であるといえる。

【キーワード】
大分県、幼稚園、子育て支援

１．はじめに

近年、都市化、核家族化、少子化、情報化な
どの社会状況が変化する中で、子どもにどのよ
うにかかわっていけばよいのか悩んだり、孤立
感を募らせたりする保護者の増加などといった

様々な状況が指摘されている。このような保護
者の子育てに対する不安やストレスを解消し、
その喜びや生きがいを取り戻して、子どものよ
りよい育ちを現実する方向となるよう子育ての
支援を行うことが求められている１）。
厚生労働省では，少子化は一層進行するとの

予測を踏まえ、従来の取組に加え、もう一段の
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少子化対策が必要との認識に立ち、関係省庁の
協力を得ながら、２００２年９月に「少子化対策プ
ラスワン」を取りまとめ、「男性を含めた働き
方の見直し」や「地域における子育て支援」と
いった新たな観点からの施策を盛り込んだ。
文部科学省では、２００１年に「幼児教育振興プ

ログラム」を策定し、その基本的考え方の中に
「幼稚園の基本を生かす中で幼稚園運営の弾力
化を図り、地域の幼児教育のセンターとしての
子育て支援機能を活用して「親と子の育ちの場」
としての幼稚園の役割や機能を充実する」こと
を盛り込んだ。さらに、２００６年には、「幼児教
育振興アクションプログラム」を策定し、その
基本的考え方において「幼稚園が「親と子の育
ちの場」としての役割を担い、子育て支援機能
等を充実させることにより、家庭や地域社会の
教育力の再生・向上を図る」とし、「幼稚園が
「地域の幼児教育のセンター」としての役割を
果たすよう、当該園児のみならず、地域の幼児
及びその保護者を対象とする子育て支援活動を
推進する」と目標を掲げている。
このような状況を踏まえ、２００８年３月の幼稚

園教育要領改訂では「幼稚園の運営に当たって
は、子育ての支援のために保護者や地域の人々
に機能や施設を開放して、園内体制の整備や関
係機関との連携及び協力に配慮しつつ、幼児期
の教育に関する相談に応じたり、情報を提供し
たり、幼児と保護者との登園を受け入れたり、
保護者同士の交流の機会を提供したりするな
ど、地域における幼児期の教育のセンターとし
ての役割を果たすよう努めること」として、幼
稚園の地域における幼児教育のセンターとして
の役割を例示により具体的に示した２）。
このように、今の幼稚園は在園児のみの教育

を司るのではなく、「親と子が共に育つ」とい
う観点から積極的に地域における子育て支援を
行うことで、幼児教育のセンターとして役割を
果たすことが求められる状況になっている。
文部科学省１）では、子育て支援活動として、

教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育
活動、いわゆる預かり保育以外に、次のような
具体的取組を挙げている。

○ 幼児期の教育の相談
○ 未就園児の親子登園
○ 園庭、園舎の開放
○ 情報提供
○ 保護者同士の交流の機会
○ 子育て公開講座の開催
○ 高齢者、ボランティア団体、子育て
サークルなどとの交流

○ 父親を対象とした活動
さらに、文部科学省３）の調査によれば、２００９

年において子育て支援を実施している幼稚園は
全体の８２．３％であり、預かり保育を実施してい
る幼稚園は全体の７５．４％となっている。８割の
幼稚園が何らかの子育て支援を実際に行ってい
る状況になっている。
立石ら４）及び丹羽ら５）は、幼稚園における子

育て支援について ① 預かり保育、② 子育
て相談、③ 就園前の親子への支援に分類し、
主に、その実施状況と内容とこれらに対する園
の見解を問う質問紙調査を全国の９１の幼稚園に
対して行い、子育て支援の実態を明らかにして
いる。さらに子育て支援の実態から、今後の課
題として「園児の保護者に利用しやすい形態は
取っているが、一方、園外の保護者にまで開か
れた支援体制としては、不足する向きもあり、
「地域の子育て支援センター」としてあるため
の、今後の事業の拡充が求められる」としてい
る。
子育て支援に係る国の動向としては、内閣府

の少子化社会対策会議により、幼保一体化を含
む新たな次世代育成支援のための包括的・一元
的なシステムの構築について検討を行うため、
２０１０年には「子ども・子育て新システム検討会
議」が設置され、「子ども・子育て新システム
の基本制度案要綱」に基づいた、子ども・子育
て新システムの基本制度、幼保一体化、こども
指針（仮称）について議論が行われているとこ
ろである。２０１１年には「子ども・子育て新シス
テムに関する中間とりまとめ」が公表されてお
り、その中の「幼保一体化」においては、その
目的の一つとして「家庭における養育支援の充
実」が挙げられている。そして「子育てに孤立
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感・負担感を感じている保護者が多いこと等を
踏まえ、すべての子ども・子育て家庭に、それ
ぞれの子どもの家庭の状況に応じ、子育ての充
実感が得られるような親子の交流の場づくり、
子育て相談や情報提供、親子登園などの支援を
行う」とされており、新システムにおいても子
育て支援の充実の必要性が示されているところ
である。

２．目 的

幼稚園における子育て支援について、全国規
模での全体を俯瞰する調査はなされているが、
大分県のようないわゆる地方の小規模の県の調
査は見当たらない。本研究では、大分県の幼稚
園における子育て支援の実態を明らかにするこ
とを目的とする。「幼児教育振興プログラム」
で子育て支援が謳われて１０年が経過し、「子ど
も・子育て新システム」において幼保一体化を
含む新システムの実現に向けた取組が推進され
つつある現時点における幼稚園の子育て支援の
実態を明らかにしておくことは、新システムに
おけるこれからの子育て支援の充実を考えてい
く上で必要な資料となると考える。

３．方 法

２０１１年７月から９月にかけて大分県内の公
立、私立及び国立大学法人附属幼稚園２０３園に
質問紙を配付し、郵送による回答を求めた。回
答に際しては任意で記名を求めるとともに、今
後の研究協力への可否を問うた。
質問紙は、立石ら４）及び丹羽ら５）の子育て支

援の枠組みを参考にして、本研究における「子
育て支援」を、次の定義による「① 預かり保
育」、「② 子育て相談」、「③ 未就園の親子へ
の支援」として設定して、園の規模などの基本
事項を問う項目と先の三つの子育て支援に係る
活動の実施の有無とその内容、また、実施ある
いは実施していない理由、活動の頻度や園とし
ての見解について問う項目によって作成した。
① 預かり保育

幼稚園教育要領に示されている「教育課
程に係る教育時間の終了後等に行う教育活
動」として、実施している保育

② 子育て相談
事前に時間と場所を設定した後に、幼稚

園教育要領に示されている「幼児期の教育
に関する相談」として、貴園教職員もしく
は貴園の関係機関職員と保護者が面接して
行う相談

③ 未就園の親子への支援
就園前の０歳から２歳の乳幼児や就園で

きる年齢に達していても幼稚園に在籍して
いない幼児とその保護者を対象とした支援
活動

４．結 果

（１）質問紙の回収状況について
１３６園から回答を得ることができた（回収率

６７．０％）。公立・国立は１０１園（回収率７４．８％）、
私立は３５園（回収率５１．５％）であった。回答の
あった園における公立・私立・国立といった設
置形態の別は、公立が１００園（７３．５％）、私立が
３５園（２５．７％）、国立が１園（０．７％）であった。
質問紙の郵送法という調査方法であったが、７
割近い回収率を得ることができたのは、近年の
園の業務の多忙化や園に対する調査等の増加を
考えると、高い回収率であるといえ、子育て支
援に関する関心の高さを伺わせる。

（２）園の基本事項について
公立・国立と私立の設置形態別に、園の基本

事項である、年齢別在園児数、教職員数、開園
年数を表１に示す。大分県内すべての幼稚園か
ら回答を求めていることもあり、園の実態は多
様であった。設置形態別に見ると、私立は比較
的規模が大きい園が多く、公立は小規模な園
（在園児数１名）から大規模な園（在園児数１５８
名）まで多様であった。
なお、以下の公立には国立大学法人附属園を

含める。
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項目 平均 ＳＤ

３歳児 ２６．３ １２．４

在籍園児数 ４歳児 １９．４ １５．４

５歳児 ２４．７ １７．６

教職員数 ４．４ ２．６

開園年数 ４７．３ ２３．３

表１―１ 公立・国立園の基本事項 （N＝１０１）

項目 平均 ＳＤ

３歳児 ３５．５ １８．３

在籍園児数 ４歳児 ４６．２ ２３．５

５歳児 ３９．８ ２０．６

教職員数 １２．６ ５．５

開園年数 ４９．６ ２２．５

表１―２ 私立園の基本事項 （N=35）

図１ 預かり保育の実施状況

（３）預かり保育について
１）実施状況
「実施している」は、公立は６５園（６４．４％）

であり、私立は３５園（１００．０％）であった。続
いて、「実施の予定はない」が、公立は３２園
（３１．７％）、私立は０園（０．０％）であり、「検
討中である」が、公立は４園（４．０％）、私立は
０園（０．０％）であった。全体では、「実施して
いる」が１００園（７３．５％）であった。結果を図
１に示す。

「実施の予定はない」及び「検討中である」
と回答した園の３２園（公立・国立のみ）から預
かり保育を実施していない理由を７つの選択肢
により複数回答を求めたところ、「他園や行政
などの他機関と関係から」２０園、「人員が足り

ない」１２園、「保護者のニーズがない」「予算が
ない」「その他」６園、「場所が準備できない」
４園、「園の方針にそぐわない」１園の順であっ
た。預かり保育を実施しないことの理由として
多かったのは、「他園や行政などの他機関と関
係から」であり、これは実施していなかった園
が公立のみであったことに関係していると考え
られた。他には人員、予算及び場所といった園
の整備状況に関わるものが多かった。
２）実施開始時期
実施を開始した時期は、公立は２００１年以降が

多く、特に２００１年から２００５年は３８園（５８．５％）
であった。それに比べ、私立は１９９１年から１９９５
年が最も多く１２園（３４．３％）であった。平均開
始年は、公立が２００３．０年、私立が１９９４．９年と私
立が１０年近く早く開始しているといえた。全体
で は、２００１年 か ら２００５年 が 最 も 多 く４６園
（４６．０％）であった。一方で、１９７１年に開始し
た園もあった。結果を図２に示す。
３）実施日
預かり保育を実施している日（複数回答）は、

公立では、「園で定めた曜日のみ」３０園と最も
多く、続いて「平日（月曜日～金曜日）に毎日
（夏休みなどの長期休業中を含む）」２９園であっ
た。私立では、「平日（月曜日～金曜日）に毎
日（夏休みなどの長期休業中を含む）」３５園と
最も多く、続いて「土曜日または日曜日」１３園
であった。公立の「園で定めた曜日のみ」と回
答している園も、水曜日を除く平日とするな
ど、ほぼ平日に実施していることが多く、私立
の結果とあわせて考えると、長期休業中を含む

図２―１ 公立園の預かり保育の実施開始時期
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図２―２ 私立園の預かり保育の実施開始時期

毎日に近い日で日常的に実施しているといえ
る。

４）利用対象児
預かり保育の対象児（複数回答）は、公立で

は６４園が「自園に在籍している幼児」と回答し、
他には複数回答で「未就園児」としていること
からすべての園が自園の在籍児を対象としてい
た（１園は未記入）。私立では、３５園が「自園
に在籍している幼児」と回答し、次に７園が「自
園を卒園した幼児」、続いて３園が「未就園児」
と回答した。私立においても基本的には自園の
在籍児であるが、在籍児の兄弟を中心に受け入
れている状況があった。
５）預かる子どもの人数と利用定員
預かる子どもの人数の平均は、公立は「２０人

以 上」（３８．５％）、「５人～１０人 く ら い」
（１８．５％）、「１５人～２０人 く ら い」（１６．９％）、
「５人未満」（１３．８％）の順であり、私立は「２０
人 以 上」（４０．０％）、「５人～１０人 く ら い」
（２０．０％）、「１０人～１５人 く ら い」（２０．０％）、
「１５人～２０人くらい」（１４．３％）の順であった。
利用定員については、公立、私立ともに「なし」
が、それぞれ８９．２％と８０．０％であった。園の規
模と関係してくることを考えると、ほとんどの
園では預かり保育の利用ニーズが高く、ほぼ希
望者全員を受け入れているといえる。
６）料金
預かり保育を利用する際の１時間当たりの利

用料金の平均は公立では５５．１円、私立では
１２５．２円 で あ っ た。た だ し、公 立 は４１園
（６３．１％）が利用料金を設定していない園で

あった。登録料金の平均は公立では３２１０．０円、
私立では１８０．０円であった。ただし、登録料金
を 設 定 し て い な い 園 が、公 立 で は５５園
（８４．６％）、私立では３３園（９４．３％）あり、利
用料金は設定してあっても、登録料金までは課
さないことが多いといえる。
７）担当者
担当者数の平均は、「通常保育との兼任」が

公立では２．６人、私立では２．４人、「預かり保育
専任」が公立では１．３人、私立では１．８人であっ
た。「通常保育との兼任」のみで行っている園
が公立は４４園（６７．７％）、私立は１３園（３７．１％）、
「通常保育との兼任」と「預かり保育専任」で
行っている園が公立は１３園（２０．０％）、私立は
１１園（３１．４％）、「預かり保育専任」のみで行っ
ている園が公立は７園（１０．８％）、私立は１０園
（２８．６％）であった。人数平均では公立、私立
ともに差が見られないが、私立は預かり保育専
任によって行うことが多い傾向にある。それ
は、園そのもの規模が大きい園が多いことか
ら、預かり保育の受け入れ人数も規模相当に多
いことによるものと考えられる。
８）利用する理由
保護者が預かり保育を利用する理由につい

て、園側の見解を８つの選択肢から複数回答で
求めた。その結果を表２に示す。
公立、私立ともに、「仕事のため」という理

由が、それぞれ４８園、３５園と最も多かった。次
に公立では、「子どもが他の子どもと交流する
場をつくるため」３５園、続いて「授業参観や美
容院などの一時的な用事のため」３０園が多かっ
た。私立では、次に「授業参観や美容院などの
一時的な用事のため」３０園が多く、続いて「病
気や出産などの長期的な理由のため」２５園が多
かった。今では、幼稚園の保護者も、預かり保
育を利用して仕事をしていることが多いことが
わかる。また、日常的な生活における必要性か
ら預かり保育を利用している様子もわかる。た
だ、公立の幼稚園では、保護者の日常的な必要
性による利用を認めつつも、子どもの教育効果
を高めるための利用という見解をもっている園
が相当数あることがわかる。
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回答項目 回答園数

公立 私立

仕事のため ４８ ３５

授業参観や美容院などの一時的な用事のため ３０ ３０

病気や出産などの長期的な理由のため ２８ ２５

家事などの用事のため ２４ １９

友人と会う，趣味などの自分の時間をつくるため １５ １２

子どもが他の子どもと交流する場をつくるため ３５ ２０

体験的な利用のため ９ ６

その他 １２ ２

表２ 預かり保育を利用する理由 （複数回答）

図３ 預かり保育の今後の取組姿勢

図４ 子育て支援の実施状況

９）広報の方法
預かり保育をどのように広報しているかを６

つの選択肢から複数回答で求めた。公立、私立
ともに、「募集要項・園の案内パンフレット」
が２３園、３４園と最も多かった。公立では、次に
「園だより」１５園、「ホームページ・ブログな
どインターネット」４園の順であった。私立は、
次に「ホームページ・ブログなどインターネッ
ト」１７園、「園だより」１６園の順であった。公
立、私立ともにパンフや園だよりなどの紙媒体
による従来型の広報を基本としながらも、私立
は、ホームページなどのインターネットによる
広報を積極的に活用していることがわかる。一
方で、公立は「その他」の記述欄において「町
の広報誌など」とあるように地域に密着した方
法を用いていることもわかった。
１０）今後の取り組み
今後の預かり保育の実施に係る園側の見解を

４つの選択肢から求めた。結果を図３に示す。

公立、私立ともに「現状を維持して実施した
い」が、５４園（８３．１％）、２４園（６８．６％）が 最
も多く、「さらに積極的に実施したい」は、１
園（１．５％）、１０園（２８．６％）にとどまった。公
立においては、さらに「規模を縮小して実施し
たい」も２園（３．１％）の回答があった（私立
は０園）。これは、預かり保育が規模の拡大の
段階を終え、幼稚園における子育て支援の活動
として定着した段階になっていると考えること
ができる。

（４）子育て相談
１）実施状況
「実施している」は、公立は４６園（４５．５％）

であり、私立は２１園（６０．０％）であった。続い
て、「実施の予定はない」が、公立は３７園
（３６．６％）、私立は７園（２０．０％）であり、「検
討中である」が、公立は１８園（１７．８％）、私立
は７園（２０．０％）であった。全体では、「実施
している」が８３園（６１．０％）であり、６割の園
が実施していることがわかった。結果を図４に
示す。

「実施の予定はない」及び「検討中である」
と回答した園の公立５５園及び私立１４園から子育
て相談を実施していない理由を７つの選択肢に
より複数回答を求めた。公立・私立ともに「人
員が足りない」が、それぞれ１９園、１９園と最も
多かった。公立では、次に「保護者のニーズが
ない」１５園、「その他」１４園「他園や行政など
の他機関と関係から」１２園の順であった。私立
は、次に「場所が準備できない」７園、「保護
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図５―１ 公立園の子育て相談開始時期

図５―２ 私立園の子育て相談開始時期

者のニーズがない」６園の順であった。公立、
私立ともに、人員の不足が挙げられており、私
立では、場所の不足も挙げられていることか
ら、子育て相談においても園の整備状況に関わ
るものが多いといえる。ただ、「保護者のニー
ズがない」も、公立・私立ともに上位に見られ、
預かり保育では見られない理由であるといえ
る。また、公立で多かった「その他」には、自
由記述として、「日常的に保護者の相談に応じ
ており、改めて日にちを設定して行うことをし
ていない」という記述が多く見られた。特に、
場所や時間を設けず、登園降園時、参観日など
日常的な保護者との関わりの中で、相談に応じ
ている実態がわかる。
２）実施開始時期
子育て相談の実施を開始した時期は、公立は

２００６年以降が多かった。２００６年から２０１０年は１４
園（３０．４％）であった。それに比べ、私立は２００１
年から２００５年が最も多く７園（３３．３％）であっ
た。平均開始年は、公立が２００４．６年、私立が
１９９７．１年と私立が７年程度早く始めているとい
える。全体では、２００６年から２０１０年が最も多く
１７園（２５．３％）であった。次が、２００１年から２００５
年であり１３園（１９．４％）であり、半数近い園が
２００１年以降に始めていた。ただし、公立では未
記入であった園が２１園（４５．７％）もあり、開始
時期が不明のため未記入としたと余白に記述し
た園があったことから、他の園も同様の理由で
未記入とした園が相当数あるのではないかと推
測できる。これは、日常的な保護者との関わり
の中での相談の延長として子育て相談が始まっ
たという背景があるのかもしれない。結果を図
５に示す。
３）利用対象児
子育て相談の対象児を５つの選択肢から複数

回答を求めた。
公立、私立ともに、「自園に在籍している幼

児」４１園、１９園と回答し、次に、「未就園児」
１０園、７園、そして「自園を卒園した幼児」７
園、６園の順であった。在籍児の相談が圧倒的
に多いという結果からは日常的な保護者との関
わりの中での相談の延長として子育て相談とい

う背景が伺える。また、未就園児が次に挙がっ
ているのは、地域における幼児教育のセンター
としての子育て相談という本来の趣旨に沿った
子育て支援の活動といえる。

４）利用人数及び利用料金
子育て相談の月平均の利用人数の平均は、公

立は４．６人、私立は７．１人であった。公立におい
ては、２２人、私立においては５０人と回答した園
もあり、定期的に人数を決めて在籍する幼児に
関わる相談会を行っているようである。
子育て相談の利用料金については、公立、私

立ともにすべての園で無料であった。
５）実施頻度
子育て相談を実施する頻度を５つの選択肢か

ら回答を求めた。
公立、私立ともに「随時受け付けており、相

談の上日時を決めて実施している」が３８園
（８２．６％）、１１園（５２．４％）であり、日常的な
保護者との関わりの中での相談の延長として子
育て相談という背景が伺える。公立では、次が
「その他」５園（１０．９％）、「月に１～３回程度、
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回答項目 回答園数

公立 私立

子どもの身体や心の発達、くせなどについて ３９ １９

子どもの友だち関係について ４０ １８

子どものしつけについて ３５ １５

他の保護者との関係について １７ １０

幼稚園での子どもの生活について ３４ １６

保護者自身の生き方について ４ ４

ＰＴＡや役員活動について １３ ５

その他 ５ １

表３ 子育て相談の相談内容 （複数回答）

日にちを決めて実施している」２園（４．３％）
であった。私立は、次が「週に１回程度、日に
ちもしくは曜日を決めて実施している」４園
（１９．０％）、「その他」３園（１４．３％）であった。
公立、私立とも「その他」と回答した園が相当
数あり、その自由記述には、「学期末に１回」
という記述が見られた。随時の実施がほとんど
であるが、定期的に子育て相談を行っている園
もいくつかあることがわかった。
６）相談内容の厳守規定
子育て相談の相談内容を厳守する規定の有無

について回答を求めた。
「ない」とした園が、公立では３５園（７６．１％）、
私立では１３園（６１．９％）であった。多くの園が
相談内容の厳守について特に規定を設けていな
かった。「その他」とした園の自由記述をみる
と、「相談内容は守秘義務であるので特に設け
ていない」とあった。このことから、改めて子
育て相談に限って、規定を設ける必要はないと
判断していることが推測された。
７）担当者
子育て相談の担当者について、４つの選択肢

から複数回答を求めた。
公立では「園の教諭」４１園が最も多く、次に

「園長・教頭・主任」３１園であった。私立では
「園長・教頭・主任」１８園が最も多く、次に「園
の教諭」１２園であった。いずれにしても、園内
の担当者によって子育て相談の活動を担ってい
る園がすべてであることがわかる。
８）園外の専門的助言者
園外の専門的助言者の有無と、専門的助言者

がいる場合の職種について７つの選択肢から複
数の回答を求めた。
公立は「いる」が１８園（３９．１％）、「いない」

が２７園（５８．７％）、私 立 は「い る」が９園
（４２．９％）、「いない」が１２園（５７．１％）であっ
た。約４割の園で園外の助言者を活用している
ことがわかる。その職種としては、指導主事、
特別支援学校教員、大学・短大教員、臨床心理
士、医師、歯科医師、保健師、看護師、歯科衛
生士などであった。
９）相談内容

保護者が子育て相談において相談する内容に
ついて、８つの選択肢から複数回答で求めた。
その結果を表３に示す。

公立では「子どもの友だち関係について」４０
園、「子どもの身体や心の発達、くせなどにつ
いて」、「子どものしつけについて」３９園、「幼
稚園での子どもの生活について」３５園、「他の
保護者との関係について」１７園の順で多かった。
私立では「子どもの身体や心の発達、くせな

どについて」１９園、「子どもの友だち関係につ
いて」１８園、「幼稚園での子どもの生活につい
て」１６園、「子どものしつけについて」１５園、「他
の保護者との関係について」１０園の順で多かっ
た。
全体では、「子どもの友だち関係について」

と「子どもの身体や心の発達、くせなどについ
て」が多く、子どもに関する内容が占めており、
保護者自身についての相談よりも多かった。
１０）広報の方法
子育て相談をどのように広報しているかを６

つの選択肢から複数回答で求めた。
公立では、「園だより」が２７園と最も多く、

次に「特に広報をしていない」が７園、「募集
要項・園の案内パンフレット」が５園と続いた。
私立では、「募集要項・園の案内パンフレット」
が１１園と最も多く、次に「特に広報はしていな
い」が８園、「園だより」が７園と続いた。「そ
の他」の自由記述では、「参観日」という記述
があり、広報をしていないことと併せて考える
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図６ 子育て相談の今後の取組姿勢

図７ 未就園の親子への支援実施状況

と、日常的な保護者との関わりの中での相談の
延長として子育て相談があることを伺わせる。
１１）今後の取り組み
今後の子育て相談の実施に係る園側の見解を

４つの選択肢から求めた。結果を図６に示す。

公立、私立ともに「現状を維持して実施した
い」が、３３園（７１．７％）、１５園（７１．４％）が 最
も多く、子育て支援の活動として子育て相談が
定着しつつあることを示していると考えられ
る。「さらに積極的に実施したい」は、１１園
（２３．９％）、６園（２８．６％）あり、「規模を縮小
して実施したい」という回答は公立、私立とも
になかったことから、預かり保育に比べて考え
ると、今後の取り組みの幾分かの拡大の余地も
あるが、充実の段階に入りつつあると考えられ
る。

（５）未就園の親子への支援について
１）実施状況
「実施している」は、公立は５６園（５５．４％）

であり、私立は２９園（８２．９％）であった。続い
て、「実施の予定はない」が、公立は３４園
（３３．７％）、私立は３園（８．６％）であり、「検
討中である」が、公立は１０園（９．９％）、私立は
３園（８．６％）であった。全体では、「実施して
いる」が８５園（６２．５％）であった。結果を図７
に示す。

「実施の予定はない」及び「検討中である」
と回答した園の公立４４園と私立６園から未就園
の親子への支援を実施していない理由を７つの
選択肢により複数回答を求めた。公立・私立と
もに「人員が足りない」が、それぞれ２１園、２
園と最も多かった。公立では、次に「保護者の
ニーズがない」１５園、「他園や行政などの他機
関と関係から」１３園、「場所が準備できない」
８園の順であった。私立は、「保護者のニーズ
がない」１園「場所が準備できない」１園であっ
た。公立、私立ともに、人員の不足や場所の不
足も挙げられていることから、未就園の親子へ
の支援においても園の整備状況に関わるものが
多いといえる。ただ、「保護者のニーズがない」
については、保育所、子育てサロンなど他機関
で類似の活動が行われているからという余白へ
の記載があったことから、他機関の活動との兼
ね合いで保護者のニーズがないととらえている
ものが相当数あると推測できる。
２）実施内容
未就園の親子への支援の活動内容について、

６つの選択肢から複数回答を求めた。
公立、私立ともに、「園庭や園舎等の遊び場

の開放」がそれぞれ５５園、１９園で最も多く、次
に、「就園前の乳幼児を対象とした保育活動」
がそれぞれ２７園、２３園、そして「子育て相談」
がそれぞれ２４園、１３園であった。未就園の親子
への支援の活動内容は施設開放と乳幼児の保育
活動が柱となっていることがわかる。結果を表
４に示す。
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回答項目 回答園数

公立 私立

園庭や園舎等の遊び場の開放 ５５ １９

子育て相談 ２４ １３

就園前の乳幼児を対象とした保育活動 ２７ ２３

体操クラブや絵画教室などの幼児対象の保育活動 ４ １

父親参加型のレクリエーション ２ ０

その他 ６ ３

表４ 未就園の親子に対する支援の活動内容

３）開始時期
未就園の親子への支援を開始した時期は、公

立は２００６年以降が多かった。２００６年から２０１０年
は１９（３３．９％）であった。それに比べ、私立は
２００１年から２００５年が最も多く１０園（３４．５％）で
あった。平均開始年は、公立が２００５．５年、私立
が２００２．９年と預かり保育や子育て相談といった
他の子育て支援の活動に比べると、ほとんど差
がなく開始されているといえる。全体では、
２００６年から２０１０年が最も多く２８園（３２．９％）で
あった。次が、２００１年から２００５年であり２５園
（２９．４％）であり、半数以上の園が２００１年以降
に始めていた。最も早い園は、公立、私立とも
に１９９１年であった。図８に示す。
４）実施時間及び頻度
未就園の親子への支援の実施時間及び頻度

は、平均すると公立では月に１．４回程度を１．９時
間実施しており、私立では月に４．１回程度を２．０
時間実施していた。公立は月１回程度の実施だ
が、私立では週に１回程度実施しているといえ

る。
５）利用方法
未就園の親子への支援に参加する際の申込み

方法について、６つの選択肢から回答を求め
た。
公立では、「特に利用登録などなく希望者で

かまわない」が最も多く３７園（６６．１％）であっ
た。次は、「当日の参加申込みで可能」が１５園
（２６．８％）であった。私立では、「事前に利用
登録をしてもらう会員制」が最も多く１１園
（３７．９％）であった。次は、「特に利用登録な
どなく希望者でかまわない」７園（２４．１％）、「当
日の参加申込みで可能」６園（２０．７％）の順で
あった。公立は、いつでも自由に参加できる形
態での参加態様をとっているが、私立は、会員
制で参加者をあらかじめ決めている形態といつ
でも自由に参加できる形態をとっている園に分
かれた。公立は想定される参加者の居住地域が
ある程度限定されるが、私立は想定される参加
者の居住地域がかなり広域にわたるといった要
因があると考えられる。
６）利用定員と利用料金
未就園の親子への支援の利用定員の有無と利

用料金の有無及び１回あたりの金額を求めた。
公 立 で は、利 用 定 員 は「な い」が５５園

（９８．２％）、私立では「ない」が２２園（７５．９％）
であった。ほとんどの園で利用定員を定めずに
自由に参加できる形態をとっているとわかる。
利用料金については、公立では「ない」が５５

園（９８．２％）であった。一方、私立は「ある」

図８―１ 公立園における未就園の親子への支援実
施開始時期

図８―２ 私立園における未就園の親子への支援実
施開始時期
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図９ 未就園の親子への支援の今後の取組姿勢

が１５園（５１．７％）と、公立ではほとんどの園で
利用料金の設定はなかったが、私立では半数の
園が設定しているとわかる。１回あたりの利用
料金は、公立は１園のみが設定していたが、
１４０円で、私立は平均して５６１．５円であった。
７）担当者
未就園の親子への支援の担当者数と担当者の

職種を４つの選択肢により複数回答で求めた。
担当者数の平均は、公立では２．８人、私立で

は２．５人と、どちらもほぼ２人強であった。
担当者の職種は、公立、私立ともに「園長・

教頭・主任」が最も多く、それぞれ４１園、１８園
であった。次が「園の教諭」で公立では３８園、
私立は１８園であった。未就園の親子への支援の
活動は、ほとんどが園内の教員で行われている
ことがわかる。「就園児・卒園児の保護者など
のボランティア」は、公立では３園、私立では
１園あり、「その他」は、公立では４園、私立
では８園あった。「その他」の自由記述をみる
と、私立では「専任の職員」を非常勤でおいて
いる、公立では「民生委員」といった記述があっ
た。少数ながらも園外の者が行っている園も
あった。
８）広報の方法
未就園への親子の支援をどのように広報して

いるかを６つの選択肢から複数回答で求めた。
公立は、「園だより」が３４園と最も多かった。

次に、「募集要項・園の案内パンフレット」が
１８園、「ホームページ・ブログなどインター
ネット」が２２園の順であった。私立は、「募集
要項・園の案内パンフレット」が１９園、次に「園
だより」が１８園、「ホームページ・ブログなど
インターネット」１５園、「ポスター・チラシ」
１５園の順であった。公立、私立ともにパンフや
園だよりなどの紙媒体による従来型の広報を基
本としながらも、ホームページなどのインター
ネットによる広報を積極的に活用していること
がわかる。一方で、公立は「その他」の自由記
述において「自治会の回覧板」、「ケーブルテレ
ビ」とあった。地域に密着した方法を用いてい
ることもわかった。
９）今後の取り組み

今後の未就園の親子への支援の実施に係る園
側の見解を４つの選択肢から求めた。結果を図
９に示す。

公立は、「現状を維持して実施したい」が、
３９園（６９．６％）で最も多く、次が「さらに積極
的に実施したい」１７園（３０．４％）であった。私
立は、「さらに積極的に実施したい」が最も多
く、１６園（５５．２％）であった。次が「現状を維
持して実施したい」で１３園（４４．８％）であった。
「規模を縮小して実施したい」の回答は公立、
私立ともになかった。預かり保育や子育て相談
と比べると、私立においては、入園児の募集と
いう園の経営という要因もあると推測されるも
のの、今後の拡大が期待できる活動であると考
えることができる。

５．考 察

（１）大分県の幼稚園における子育て支援の実
施状況について
大分県の幼稚園における子育て支援の実施に

ついて、「① 預かり保育」、「② 子育て相談」、
「③ 未就園の親子への支援」の三つの活動と
いう枠組みを使って調査したところ、それぞれ
の活動の実施率は全体として７３．５％、６１．０％、
６２．５％であった。本研究の質問紙において参考
にした先行研究である立石ら５）の２００４年に行わ
れた全国の調査では、それぞれ６３．７％、
５２．７％、７４．７％であり、７年を経過した現在、
預かり保育、子育て相談ともに大分県の幼稚園
では取り組みが拡充していることを伺わせる。
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一方、未就園の親子への支援は、地方の県全域
における調査であるため、各地域に保育所や子
育てサロンなどの類似の取り組みがあることを
反映していることから保護者のニーズがなく拡
充していないことが考えられる。
文部科学省の２００９年に行われた全国悉皆調

査４）によれば、預かり保育の実施率は７５．４％で
あり、本調査の結果は、ほぼ全国状況と同様で
あった。子育て相談及び未就園の親子への支援
については、調査の枠組みが異なるので単純に
比較はできないが、「幼稚園教諭による子育て
相談」という項目の実施率は３５．３％、「未就園
児の保育」という項目の実施率は６１．２％であっ
た。参考として記しておく。

（２）大分県の幼稚園における子育て支援の今
度の取り組みについて
大分県の幼稚園における子育て支援の実施開

始時期は、「① 預かり保育」、「② 子育て相
談」、「③ 未就園の親子への支援」の三つの活
動の実施開始年の平均においては、①は公立が
２００３．０年、私立が１９９４．９年、②は公立が２００４．６
年、私立が１９９７．１年、③は公立が２００５．５年、私
立が２００２．９年であった。①→②→③の順で開始
され、いずれも私立が早く開始し、それを公立
が追いかけるといった図式になっている。しか
し、最も遅く開始された③ 未就園の親子への
支援では、開始時期の差はほとんどなくなって
いた。
一方、今後の取り組みの姿勢についての回答

は、「① 預かり保育」、「② 子育て相談」、
「③ 未就園の親子への支援」の三つの活動に
おいては、①は「現状を維持して実施したい」
が、全体として７８園（７８．０％）であり、「さら
に積極的に実施したい」は、１１園（１１．０％）に
とどまった。②は「現状を維持して実施したい」
が、全体として４８園（７１．６％）であり、「さら
に積極的に実施したい」は、１７園（２５．４％）、
であった。③は、「現状を維持して実施したい」
が、５２園（６１．２％）であり、「さらに積極的に
実施したい」が３３園（３８．８％）であった。私立
においては、「現状を維持して実施したい」よ

りも「さらに積極的に実施したい」が最も多く
なっていた。
実施開始時期や今後の取り組みの姿勢の結果

から、「① 預かり保育」は、子育て支援の活
動として定着しており、量的な拡大から質的な
充実の段階となっているといえる。「② 子育
て相談」も、子育て支援の活動として定着しつ
つあり、質的な充実を考えていく段階に入って
いるといえる。一方、「③ 未就園の親子への
支援」は、預かり保育や子育て相談とは異なり、
私立においては、入園児の募集という園の経営
という要因も考えられるが、今後の拡大が図ら
れる段階の活動であると考えることができる。

（３）大分県の幼稚園における預かり保育の実
態について
保護者の預かり保育のニーズは高く、ほぼす

べての園においてすべてを受け入れるようにし
ていることが伺えた。そして、預かり保育は、
保護者の就労支援として幼稚園においても機能
していることが分かった。さらに、日常的な生
活における必要性から預かり保育を利用してい
ることもあるとわかった。また、特に公立の幼
稚園では、保護者の日常的な必要性による利用
を認めつつも、預かり保育という新たな教育時
間で、子どもの教育効果を高めるために活用し
ていきたいという見解をもっていることが相当
数あることがわかった。預かり保育における保
育の質を充実させるという課題が示されたと考
えられる。

（４）大分県の幼稚園における子育て相談の実
態について
開始時期が不明とした園が多数あったこと、

利用料金がほとんど無料であったこと、相談内
容の厳守規定を別に定めていないこと、在園児
の相談がほとんどであることなどから、特に、
場所や時間を設けず、登園降園時、参観日など
日常的な保護者との関わりの中で、子育て相談
に応じているのが実態であり、この延長として
子育て相談という活動が位置づけられていると
考えられた。少数ながらも、未就園児の子育て
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相談を行っている実態もあり、地域における幼
児教育のセンターとしての子育て相談という実
態も伺えた。また、相談担当者は園の教員が
担っているが、助言者として専門家を活用して
いる園が４割に上った。特別な支援の必要な子
どもへの対応など幼稚園教育の専門性だけでは
対応が困難になっている現状も推測される。

（５）大分県の幼稚園における未就園の親子へ
の支援の実態について
活動内容としては、園庭・園舎などの施設開

放と就園前の乳幼児保育の２点が大きな柱と
なっていた。しかし、地域に保育園や子育てサ
ロンなどの類似の活動があることから、幼稚園
に対するニーズはないと判断している園も相当
数あった。公立では、地域の親子が活用しやす
いように自由に参加できる態様をとっていた
が、私立でも同様の参加態様をとっている園も
あったが、私立では会員制をとって限定してい
る園も相当数あった。活動の対象となる地域の
広さが、公立と私立では異なること、入園児の
募集があることなどがその要因として考えられ
た。

６．結 論

大分県の幼稚園における子育て支援は、全国
状況と同様に取り組みが進み、その活動は、そ
れぞれの活動によって差はあるものの定着しつ
つあることが分かった。一方で、全国規模の調
査では分からなかった独自の実態も明らかに
なったといえる。特に地域に密着した公立の幼
稚園では、他園や行政などの他機関との関係か
ら園独自の取り組みではなく、他機関との役割
分担の中でできることを行っている実態がある
ことがわかった。子育て支援のすべてを幼稚園
単独で行うのではなく、地域の中で一つの幼児
教育の資源として役割を担うというあり方も大
分県の実態からは必要であるといえる。
荒牧６）は、預かり保育や子育て相談を「代替

型・授受型の支援」とし、園庭開放や親子活動
などの「未就園の親子への支援」を親と幼稚園

による「参加型・協同型の支援」として、この
双方の支援が子育て支援の充実では必要と述べ
ており、とりわけ、これまで幼稚園教育が当た
り前のように行ってきた「参加型・協同型の支
援」が「親と子が共に育つ」ための子育て支援
の中で重要であるとしている。今までの幼稚園
教育の中で培ってきた幼稚園教育ならではの専
門性を生かして、幼稚園が地域の幼児教育のセ
ンターとしての機能を発揮することがこれから
の子育て支援に生きてくると考えられる。
今後の課題としては、子育て支援の質の充実

が挙げられる。預かり保育においては、量的な
拡大の段階から質の充実の段階へ入っている。
子育て相談や未就園の親子への支援も質の充実
が求められてくるであろう。例えば、新たな教
育時間として教育効果を高めるためには、預か
り保育の質を高めていく必要がある。また、未
就園への親子の支援としてある就園前の乳幼児
保育の質も課題となってくるだろう。
荒牧ら７）は、預かり保育について、それを利

用している母親の育児に対する「負担感」が高
いことから、「ただ預かり時間を延長し、料金
を抑え、預けやすい環境を整えさえすれば、今
後の預かり保育の充実につながるとは言えな
い。預かり保育を利用する母親の育児への負担
感が高い本当の理由は何か、そうした母親の置
かれている子育て環境について、慎重に分析す
る必要がある」と述べている。このように子育
て相談８）、未就園への親子の支援９）を含めて、
子育て支援が「幼児の家庭や地域での生活を含
めた生活全体を豊かにし、健やかな成長を確保
していく」ことになっているのかを、例えば保
護者の育児に対する「負担感」や「不安感」、
そして「肯定感」といった育児感情から検証す
るなどして、実証的に今後のあり方を探ってい
く必要がある。
現在、国においては、「子ども・子育て新シ

ステム」の検討が行われており、制度的には、
「幼保一体化」として「総合施設（仮称）」へ
の移行が打ち出されている１０）。一つの施設の中
で、満３歳未満の保育と満３歳以上においては
保育を必要とする場合には学校教育に加えて保
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育を行うことになる。また、子育て支援におい
ては、引き続き「子育ての充実感が得られるよ
うな親子の交流の場づくり、子育て相談や情報
提供、親子登園などの支援を行う」と示されて
いる。「子ども・子育後システム」が実施され
ることになっても、今後の子育て支援のあり方
を検討していくことは大分県の幼稚園において
も急務の課題であることに変わりはない。
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